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完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2019 年 8 月 1 日を合併期日として、当社子会社である株式

会社ワナップスを吸収合併（以下、「本合併」といいます）することを決議いたしましたので、お知らせ

いたします。 

なお、本合併は、完全子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内容を一部省略しており

ます。 

 

記 

 

１． 合併の目的 

株式会社ワナップスにつきましては、2017 年 7 月より株式会社ザッパラス内で展開しておりま

した動画配信サービスを中心とする、占いコンテンツの企画制作・開発・運営事業を引き継ぐ形で

設立したものであります。 

当該設立時におきましては、当然ながら中長期的な視点に立った事業化を前提としておりました

が、今般、事業のあり方を再検討するに至り、大幅に組織運営を見直すこととなりました。 

検討を進めていく中で、総合的なコスト効率やシンプルな組織運営の観点から、現時点では独立

した法人として維持していく意義、必要性が薄れてきたとの結論に達し、当社を存続会社として同

社を吸収合併することといたしました。 

 

２． 合併の要旨 

（１） 合併の日程 

取締役会決議日 2019 年 5 月 31 日 

契約締結日 2019 年 5 月 31 日 

合併期日（効力発生日） 2019 年 8 月 1 日 

※本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項の規定に基づく簡易合併であり、株式

会 社 名 株式会社ザッパラス 

代表者名  代表取締役 川嶋 真理 

 （コード番号 3770 東証第一部） 

問合せ先  取締役 小林 真人 

Ｔ Ｅ Ｌ 03-5656－2758（代表） 



 

会社ワナップスにおいては会社法第 784 条第１項の規定に基づく略式合併であるため、い

ずれも合併契約承認の株主総会は開催いたしません。 

（２）  合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社ワナップスは解散いたします。 

（３） 合併に係る割当ての内容 

当社の完全子会社との合併であるため、本合併による新株の発行及び合併交付金の支 

払いはありません。 

（４） 本合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

３． 合併当事者の概要 

 存続会社 消滅会社 

（1）商号 株式会社ザッパラス 株式会社ワナップス 

（2）本店所在地 東京都港区赤坂九丁目７番１号 東京都港区赤坂九丁目７番１号 

（3）代表者の役職・氏名 代表取締役 川嶋 真理 代表取締役 野村 亮介 

（4）事業内容 グループ会社の経営管理及び新規

事業開発 

モバイル及び PC 向け占いサービ

スの企画制作・開発・運営及び電

話占い並びにメディアサイトの運

営 

（5）資本金 1,476 百万円 100 百万円 

（6）設立年月日 2000 年 3 月 27 日 2018 年 9 月 7 日 

（7）発行済株式総数 13,651,000 株 10,000 株 

（8）決算期 4 月 4 月 

（9）大株主及び持株比率 

（2018 年 10 月 31 日現在） 

川嶋 真理     21.33% 

BBH FOR FIDELITY PURITAN 

TR: FIDELITY SR INTRINSIC 

OPPORTUNITIES FUND 

8.05% 

合同会社クリムゾングループ

4.89% 

株式会社光通信     4.42% 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）    2.83% 

株式会社ザッパラス    100% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2018 年 4 月期（連結） ‐ 

純資産 6.917 百万円 現在、設立 1 期目となる 2019 年 4



 

総資産 7,378 百万円 月期の決算業務を実施中であり、

確定した事業年度の数値がないた

め未記載とさせていただきます。 

１株当たり純資産 542.42 円 

売上高 4,408 百万円 

営業利益 △695 百万円 

経常利益 △700 百万円 

（親会社株主に帰属する） 

当期純利益 

△863 百万円 

１株当たり当期純利益 △67.83 円 

 

４． 合併後の当社の状況 

本合併による当社の商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更

はありません。 

 

５． 今後の見通し 

本合併は完全子会社との合併であり、当社の連結業績への影響は軽微であります。 

以上 


